
平成２６年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について
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企業立地促進事業

５節　賑わいと活気に満ちた流山（産業の振興） 主管課 誘致推進課

会計 小事大事

01

目項

02 01 10 01 51

対象

交付要件を満たした新たに本市内に立地する企業並びに事業拡張する既存市内企業に対し
て、奨励金（企業立地促進奨励金、雇用奨励金、環境配慮型施設設置助成金）を交付する。
立地を予定している企業等からの各種相談に対して、必要に応じて庁内の調整及び支援を行
う。

平成18年度に企業立地の促進に関する条例及び同施行規則を制定し優遇制度を開始した。
平成22年度の産業分類の改正に伴い､優遇制度の対象業種の整理するとともに対象業種を拡
充した。
流山IC北側や流山工業団地南側では､地権者の皆様の開発意向が高まっていることから､本市
の上位計画等との整合した開発計画を誘導し､企業立地を促進する。

市内への本社移転又は事業所の新設が行われるようにな
る。
積極的に市民を雇用するようになる。

主管課長武井　厚工業の強化と新たな産業の創造

名　　称 平成2４年度 平成2５年度 平成2６年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

新規立地企業及び
市内既存事業

意図
事業
目的

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

企業立地優遇制度に該当
する企業等の新規立地件

1 1 0 件 ↗↗↗
企業立地の促進に係る奨励金等の
交付対象となる企業の立地件数
企業立地の促進に係る奨励金等の
交付件数

1 1

平成2５年度

1,714,000 1,705,200

0.60

件 ↗↗↗2

↗↗↗6 19

16,056,900

1,714,000 1,705,200 16,056,900

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

2,790,700 5,897,400 20,202,460

・優遇制度適用対象条件を満たす事業
所（製造業）が平成25年度に1社が立地
し､平成26年度から交付開始となった。
・平成26年度においては、優遇制度の
適用対象となる新たな事業所の立地は
なかった。
・新川耕地南地域で計画されている物
流施設の事業予定者との間で当該区域
内における市有地の取り扱いについて
覚書として平成27年3月に締結した。

平成2４年度 平成2６年度

1,076,700 4,192,200 4,145,560

0.15 0.60

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

立地後の市税（固定資産税、都市計画税）収入の確保

Ａ　必要性が高まる
と考えられる

Ａ　市が担うべき

有効性 Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

③取り組
みの課題

企業立地奨励制度の周知

④今後の
改善計画

市ホームページ内において奨励制度を
利用した企業の紹介

①今年度
(H26)の
改善計画

②今年度
(H26)に
実施した
取り組み

企業等とのコンタクト時に優遇メ
ニューの充実に向けて、事業者側の
ニーズについて情報収集を行い、制度
に反映させる。

近隣及びTX沿線自治体における企業立
地優遇制度の整備及び改定状況の把
握。


